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１．はじめに 
 企業と大学との共同研究が活発に行われ，毎年，共同研究件数が増加している1)．しかし，

島根大学や中国地域での現状2)を詳細に見ると，大学と企業との共同研究の成果が具体的な事

業にまで進展したケースは多くない． 
 産学連携活動の目的の一つは，大学と企業とが連携して，社会の課題の解決やニーズに応

える，あるいは，大学での研究成果を企業と協力して実用化し，社会に役立てていくことで

あると考えている．今後，産学連携活動を実りあるものにしていくためには，共同研究の成

果を着実に実用化に結びつけていくことが必要と考えられる． 
 そこで，本研究では，共同研究から事業化に至った事例をもとに，その流れを解析し，ど

のようにして進展していったのか，成功のポイントはどこにあったのかを明確にすることを

試みた．また，このような解析の結果が，地方に位置する中小企業の新規事業の展開に役立

つＭＯＴ教育に活かすことを目的としている． 
 
２．共同研究から実用化に至った事例 
 島根大学で行った共同研究が実用化に結びついた事例をもとに，共同研究から実用化の流

れを調査し，ＭＯＴの視点から解析を試みた． 
 島根大学と出雲土建株式会社とで著者らが共同研究を行い，実用化に至った「廃木材から

の調湿用木炭の製造技術，及び，調湿用木炭「炭八」3)の開発」を事例として，着想から実用

化までの全体の流れを調査した．経緯の概略を以下に示す． 
２．１ 出雲土建株式会社の概要 
 出雲土建株式会社は，島根県出雲市に本社を置き，資本金８３００万円，従業員数７６人

の規模で，建築・土木工事，造園工事，水道施設工事，建設系副産物のリサイクルを主な事

業とする会社である． 
２．２ 事業の着想から，共同研究，事業化への進展の経緯 
①平成１１～１３年度（着想からビジネスプランへ） 
 床下環境の改善の必要性を認識しつつ廃木材の利用の調査を行って，廃木材を炭化して床

下用の調湿剤として利用することを着想した． 
 木材の選別・破砕装置や炭化炉，炭化装置など，製造システムや木炭調湿剤の製品につい

て，先行企業を訪問し，全国規模で調査を実施した．その結果を元に，商品マーケットの確

認及びシステム，装置を検討するなど，具体的なビジネスプランを作成した． 
②平成１３年度～現在（共同研究からプラントの立ち上げへ） 
 木材の炭化技術と木炭の調湿性能について，島根大学に科学技術相談として持ち込まれた． 
 島根大学で，北村研究室が木炭の製造とその物性について基礎研究を行っており，共同研

究がスタートした．共同研究を通して，基礎研究の成果を生かして木炭の適正製造条件を明

確にし，実プラントでの製造技術を確立した．さらに，製造した木炭の調湿性能を評価し，

ニーズに応える十分な性能を持っていることを明確にした． 
③平成１４～１６年度 （商品化の効果の明確化と販売スタート） 
 実プロセスで製造した木炭を用いて，モニター住宅を募集し，床下に木炭を敷設し，床下

の環境変化を調査した．（島根大学 田中=大谷研究室との共同研究） 
その結果，床下の湿度の低下，床下木材の含水率の低下を確認し，木炭の敷設効果を明確

にし，床下用調湿木炭「炭八」として，販売をスタートした． 
④平成１４，１５年度 （新たな展開へのきっかけ） 
 カビやダニの専門家（島根大学外の専門家）と共同で，木炭の敷設による湿度低下により，

カビとダニの生息の変化を調査し，木炭の敷設により床下及び居住空間において，カビとダ
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ニの両方が減少することを確認した． 
⑤平成１５年度～現在 （新たな展開に向けて） 
 居住空間に調湿用木炭を利用した場合の効果について，アトピー性皮膚炎の改善効果，及

び，小児気管支喘息の改善効果の調査を島根大学医学部（皮膚科，小児科）と共同で実施し

ている．また，木炭を居住空間に利用したマンションを提案し，販売をスタートしている． 
 
３． ＭＯＴの視点からの解析 
 ２．２で示した着想から共

同研究，そして実用化という

経緯を，基盤，研究，開発，

事業化と言うステップ4)に分

けて，どのように変遷してい

ったのかを検討した．その結

果をFig.1に示す． 
 今回の出雲土建株式会社と

島根大学の共同研究は，経緯

からもわかるように，企業が

持つニーズと大学が持つシー

ズとが，うまくマッチングし

た例であり，かつ，企業のニ

ーズ先行型の典型的な例と言

える． 
 このプロジェクトの出発は，

出雲土建株式会社の強みの分

野で社会のニーズをうまく把握しビジネスプランを仕上げたことである．本プロジェクトの

成功のポイントを以下にまとめた． 

◆木炭製造技術の確立

◆マーケットの確立

⑨新たな展開

①ニーズの把握

（廃木材の増加，床下
環境の悪化）

②市場，技術調査

③ビジネスプランの作成

④技術的課題

・炭化技術

・木炭評価技術

・床下利用時の効果

・室内利用時の効果

？？

・開発，販売スタッフ

・廃木材破砕装置

・炭化装置

・土木建設業や家屋のノ
ウハウ，課題

・建設系廃棄物のリサイ
クル（コンクリート）事業
のノウハウ

・解体業のノウハウ

出雲土建

株式会社

・木炭の製造技術

・木炭の基本性の評価

・床下木材の評価，解析

・アトピー性皮膚炎への
影響調査

・北村教授

高温反応

木炭の基本特性評価

・大谷助教授

木材加工

木材物性

・森田教授

皮膚科

アトピー性皮膚炎

島根大学

事業化開発研究基盤

◆木炭製造技術の確立

◆マーケットの確立

⑨新たな展開

①ニーズの把握

（廃木材の増加，床下
環境の悪化）

②市場，技術調査

③ビジネスプランの作成

④技術的課題

・炭化技術

・木炭評価技術

・床下利用時の効果

・室内利用時の効果

？？

・開発，販売スタッフ

・廃木材破砕装置

・炭化装置

・土木建設業や家屋のノ
ウハウ，課題

・建設系廃棄物のリサイ
クル（コンクリート）事業
のノウハウ

・解体業のノウハウ

出雲土建

株式会社

・木炭の製造技術

・木炭の基本性の評価

・床下木材の評価，解析

・アトピー性皮膚炎への
影響調査

・北村教授

高温反応

木炭の基本特性評価

・大谷助教授

木材加工

木材物性

・森田教授

皮膚科

アトピー性皮膚炎

島根大学

事業化開発研究基盤

共同研究

⑤⑦ ⑥ ⑤

⑧

連携の維持

Ｆｉｇ．１ 共同研究から事業化までの流れ

 ①詳細なビジネスプランを作成したうえで，研究開発にとりかかった． 
 ②マーケティングを十分に行った上で，目指す商品を明確にした． 
 ③自社でできることを明確にし，不足部分をそれぞれの課題の専門家と連携し解決した． 
 ④次の展開を準備しながら進めている． 
 上記のポイントに加え，社長自らがプロジェクトリーダーとなり，提供する製品のマーケ

ットを把握した上で，全体をマネージメントしているため，素早く，かつ，正確に意志決定

が行え，また，素早い対応を取れたことが，事業化に至った最大のポイントと考えられる．

このことは，中小企業が新規事業を展開する上での大きなメリットと言える． 
 
４．今後の展開 
 共同研究から実用化までの事例，特に地域の中小企業が係わった事例を解析することで，

成功や中断のポイントの抽出が期待できる．今後，共同研究の事例を中心に，収集と解析を

行い，解析した事例をもとにＭＯＴ教育そのものやケーススタディなどに活用することを目

指している．さらに，研究開発のプロセスにおいてMOTが実践され，共同研究の成果が着実
に実用化につながっていくことが期待できる． 
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